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	 併合罪関係にある事実につき，包括一罪と判断してなされた
	 訴因変更請求と公訴時効停止の効力	 
最高裁判所平成 18 年 11 月 20 日第三小法廷決定（平成 18 年（あ）第 590 号詐欺，
恐喝未遂，出資の受入れ，預り金及び金利等の取締りに関する法律違反被告事件，
刑集 60 巻 9 号 696 頁，判例タイムズ 1227 号 190 頁，判例時報 1954 号 158 頁）
【参照条文】刑訴法 254 条 1 項・312 条 1 項
〔事実〕
（1）検察官は，平成 10 年 11 月 13 日，出資の受入れ，預り金及び金利等の取締
りに関する法律（平成 11 年法律 155 号による改正前のもの）（以下，「改正前出資
法」という。）5条 2 項違反（注 1）の事実 1件つき起訴し，さらに，平成 10 年 12 月
10 日，同条違反の行為 20 件（平成 9年 11 月 28 日から平成 10 年 7 月 23 日までの
もの）につき上記事実と包括一罪になるとの見解に基づき追加する内容の訴因変更
請求をしたところ，裁判所は，平成 11 年 2 月 19 日に，請求どおり変更を許可する
決定をした。





（3）検察官は，同年 10 月 9 日上記 20 件につき改めて追起訴し，その後の公判期
日において同事実についての審理が行われた。


















「本件出資法 5条 2 項違反の各行為は，個々の制限超過利息受領行為ごとに一罪
が成立し，併合罪として処断すべきものであるから（最高裁平成 17 年 8 月 1 日第
























行為ごとに成立し併合罪関係にあるとする最高裁判例（最高裁昭和 53 年 7 月 7 日



































































































































































































































































































なお，本稿は，2007 年 3 月 31 日に開催された専大刑事判例研究会における報告
の草稿を元に修正を加えたものである。その修正に当たり，井上弘通最高裁調査官







（注 1）	 現行の出資法 5条は，高金利の処罰に関し，業として貸付けを行う場合につき 2項
（利息契約），3項（利息の受領）で，業として行わない場合につき 1項，3項で定め



































更請求と公訴時効停止の効力」（刑事法ジャーナル 9号 187 頁），岡㟢忠之「併合罪
関係にある事実について誤ってした訴因変更請求に，公訴時効停止の効力があると
された事例」（研修 711 号 13 頁）がある。
